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１．法人の長によるメッセージ 

NEDOは、1980年の発足以来、経済産業行政の一翼を担う日本最大級の公的技術開発マネジメ

ント機関として、「エネルギー・地球環境問題の解決」と「産業技術力の強化」という2つのミ

ッションを掲げ、企業、大学および公的研究機関の英知を結集しつつ技術開発・実証に取り組

んでおります。 

2021年度、NEDOでは「第4期中長期計画」の４年目として、「エネルギーシステム」「省エネ

ルギー・環境」「産業技術」「新産業創出・シーズ発掘等」に「特定公募型研究開発業務」「特

定半導体の生産施設整備等の助成業務」を加えた６つのセグメントにて、技術開発成果の最大

化に取り組みました。「技術開発マネジメントによる成果の社会実装」「研究開発型ベンチャー

の育成」「中長期技術開発の方向性提示」という3つの柱の下、技術戦略の策定から社会実装ま

での技術開発マネジメント機能を強化し、チャレンジングな研究開発の推進、オープンイノベ

ーションの促進や研究開発型ベンチャー企業の育成等に力を入れて実施してまいりました。 

大きな動きとして、「2050年カーボンニュートラルに伴う成長戦略」の策定に伴い、NEDOに

総額2兆円の「グリーンイノベーション基金」が創設されました。野心的な目標を国が設定し、

企業が経営課題として社会実装まで取り組むプロジェクトを開始いたしました。 

東京オリンピック・パラリンピック競技大会においては、NEDOの技術実証プロジェクトで製

造された水素が聖火に使われるという、水素エネルギーの広がりを身近に感じる場面がありま

した。 

また、前年度に新型コロナウイルス感染症の拡大を受けて延期した「 World Robot 

Summit2020」を愛知・福島にてオンラインおよび有観客にて開催し、多くの方に最先端技術等

を楽しんでいただきました。 

10月には、水素閣僚会議やカーボンリサイクル産学官国際会議などの様々な国際会議やイベ

ントをオンラインにて開催しました。ICEFでは、過去最大の87か国2000人以上が参加し、その

成果である炭素鉱物化ロードマップをCOP26の場でも発表しております。 

この他、豊かな未来の実現に寄与するイノベーションの推進を目的に、さまざまな分野で発

信されている客観的な情報を整理・分析した将来像レポート「イノベーションの先に目指すべ

き『豊かな未来』」を公表しました。 

全世界的に持続可能な社会の実現に向けて気候変動対策への挑戦が加速し、また、デジタル

トランスフォーメーションに向けた取組等が進む中、ＮＥＤＯに求められる役割と期待の高ま

りを肌で感じております。この期待に応えるべく、「日本のエネルギー・環境政策は、NEDOが

支える。日本のイノベーション政策は、NEDOが牽引する」という気概を持って尽力していきま

す。そして、成果の社会実装を促進する「イノベーション・アクセラレーター」としての役割

を強化し、今後も社会課題の解決に貢献してまいります。 

 

国立研究開発法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構 

理 事 長      石塚  博昭        
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２．法人の目的、業務内容 

（1）目的 

機構は、非化石エネルギー、可燃性天然ガス及び石炭に関する技術並びにエネルギー使用

合理化のための技術並びに鉱工業の技術に関し、民間の能力を活用して行う研究開発、民間

において行われる研究開発の促進、これらの技術の利用の促進等の業務を国際的に協調しつ

つ総合的に行うことにより、産業技術の向上及びその企業化の促進を図り、もって内外の経

済的社会的環境に応じたエネルギーの安定的かつ効率的な供給の確保並びに経済及び産業

の発展に資することを目的としております。（国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総

合開発機構法（以下「機構法」という。）第四条） 

 

（2）業務内容 

機構は、機構法第四条の目的を達成するため、以下の業務を行います。 

ⅰ）技術開発マネジメント関連業務（機構法第十五条） 

一 次に掲げる技術（原子力に係るものを除く。）であって、民間の能力を活用することに

よりその開発の効果的な実施を図ることができるものであり、かつ、その企業化の促進を

図ることが国民経済上特に必要なものの開発を行うこと。 

イ 非化石エネルギー法第二条第一号から第三号までに掲げる非化石エネルギーを発電

に利用し、若しくは同条第四号に掲げる非化石エネルギーを発生させる技術又はこれら

の技術に係る電気を利用するための技術 

ロ 非化石エネルギーを製造し、若しくは発生させ、又は利用するための技術（イに掲げ

るものを除く。） 

ハ 可燃性天然ガス及び石炭を利用するための技術（可燃性天然ガス及び石炭を発電に利

用するに当たりこれらから発生する電気の量を著しく増加させるための技術その他の

可燃性天然ガス及び石炭の利用の高度化のためのものに限る。） 

ニ エネルギー使用合理化のための技術 

二 民間の能力を活用することによりその効果的な実施を図ることができる鉱工業の技術

（原子力に係るものを除く。以下この条において「鉱工業技術」という。）に関する研究開

発を行うこと（前号に掲げるものを除く。）。 

三 鉱工業技術に関する研究開発を助成すること。 

四 第一号に掲げる技術の有効性の海外における実証（その技術の普及を図ることが我が国

への非化石エネルギー、可燃性天然ガス及び石炭の安定的な供給の確保のために特に必要

である地域において行われる当該技術の実証に限る。）を行うこと。 

五 第一号ハ及びニに掲げる技術であって、その普及を図ることが特に必要なものの導入に

要する資金に充てるための補助金の交付を行うこと。 

六 次に掲げる情報の収集及び提供並びに指導に関する業務を行うこと。 

イ 可燃性天然ガス及び石炭の利用の高度化に関する情報の収集及び提供並びに第一号

ハに掲げる技術に関する指導 

ロ エネルギー使用合理化に関する情報の収集及び提供並びに第一号ニに掲げる技術に

関する指導 

七 鉱工業技術に係る技術者の養成及び資質の向上を図るための研修を行うこと。 

八 産業技術力強化法（平成十二年法律第四十四号）第二条第二項に規定する技術経営力の

強化に関する助言を行うこと。 

八の二 科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律（平成二十年法律第六十三号）

第三十四条の六第一項の規定による出資並びに人的及び技術的援助のうち政令で定める

ものを行うこと。 
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九 前各号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。 

十 非化石エネルギー法第十一条に規定する業務を行うこと。 

十一 基盤技術研究円滑化法（昭和六十年法律第六十五号）第十一条に規定する業務を行う

こと。 

十二 福祉用具の研究開発及び普及の促進に関する法律（平成五年法律第三十八号）第七条

に規定する業務を行うこと。 

十三 新エネルギー利用等の促進に関する特別措置法(平成九年法律第三十七号)第十条に

規定する業務を行うこと。 

十四 特定高度情報通信技術活用システムの開発供給及び導入の促進に関する法律（令和二

年法律第三十七号）第二十九条に規定する業務を行うこと。 
 
 

３．政策体系における法人の位置付け及び役割（ミッション） 

令和３年度の経済産業省の政策体系は７の柱から構成されていますが、この経済産業省の政

策体系と機構の各業務の対応関係につきましては、以下の通り位置付けられています。 

 

経済産業省の政策体系 予算区分（勘定） ＮＥＤＯのセグメント 

１．経済成長 

一般会計（一般勘定、特定公

募型研究開発業務勘定、特

定半導体勘定） 

・産業技術分野 

・新産業創出・シーズ発掘等分野 

・特定公募型研究開発業務 

・特定半導体の生産施設整備等の

助成業務 

６．エネルギー・環境 

一般会計（一般勘定、特定公

募型研究開発業務勘定）、エ

ネルギー対策特別会計（電

源利用勘定、エネルギー需

給勘定、基盤技術研究促進

勘定） 

・エネルギーシステム分野 

・省エネルギー・環境分野 

・特定公募型研究開発業務 

 

 

４．中長期目標 

（1）概要 

①中長期目標期間 

平成30年度から始まった第４期における機構の中長期目標の期間は、５年間（平成30年

４月１日～令和５年３月31日）。 

②中長期目標の概要 

機構は、設立以来、政策実施機関として、政府と産業界との間に立ち、民間企業等のみ

では取り組むことが困難な、実用化・事業化までに中長期の期間を要し、かつリスクの高

い技術開発に対し、国の資金提供と技術開発マネジメントの下に取り組む研究開発事業を

始めとする技術開発マネジメント機関として「エネルギー・地球環境問題の解決」「産業技

術力の強化」に貢献することをミッションとしてきました。 

現下の産業技術・イノベーション、エネルギー・環境を巡る状況を見ると、未来投資戦

略2017（平成29年６月閣議決定）、エネルギー基本計画（平成26年４月閣議決定）、地球温

暖化対策計画（平成28年５月閣議決定）、エネルギー・環境イノベーション戦略（平成28年

４月総合科学技術･イノベーション会議）、科学技術イノベーション総合戦略2017(平成29

年６月閣議決定)において様々な技術開発課題が示されているところです。 
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また、経済産業省の産業構造審議会 産業技術環境分科会 研究開発・イノベーション小

委員会の「中間とりまとめ」（平成28年５月）においても、イノベーションを結実させるた

めに必要な産学官の取組が示されています。また、産業構造審議会 産業技術環境分科会 

基準認証小委員会の「今後の基準認証の在り方 答申」（平成29年10月）においては、統合

的な官民標準化戦略の実施として、研究開発・知財と並行して標準化を進める仕組みの構

築の必要性が示されているところです。さらに、経済産業省産業構造審議会産業技術環境

分科会 研究開発・イノベーション小委員会の「中間とりまとめ」（令和元年６月）におい

て革新的シーズの創出、スタートアップの育成、オープンイノベーション等を徹底的に推

進する必要性が示されています。また、令和元年６月に閣議決定された｢統合イノベーショ

ン戦略 2019｣において、将来を見据えて我が国の研究力の抜本的な強化を図る必要性、ま

た、自由な発想に基づく独創的な研究の土壌を確保する重要性が示されています。加えて、

令和２年１月に決定された｢革新的環境イノベーション戦略｣において、気候変動問題とい

う世界の喫緊の課題に対応する必要性が示されています。 

さらに、令和２年12月に経済産業省が関係省庁と連携して策定した「2050年カーボンニ

ュートラルに伴うグリーン成長戦略」において、2050年カーボンニュートラルの実現に向

けて、「経済と環境の好循環」を作っていく産業政策が示されています。また、「経済財政

運営と改革の基本方針」（令和３年６月閣議決定）及び「統合イノベーション戦略 2021」

（令和３年６月閣議決定）において、経済安全保障の取組を強化・推進する必要性が示さ

れています。 

※詳細は、第４期中長期目標をご覧ください。 

 

（2）一定の事業等のまとまりごとの目標 

機構は、中長期目標における一定の事業等のまとまりの区分に基づくセグメント情報を開示

しています（３．前掲）。 

具体的な区分名は以下のとおりです。 

 

①エネルギーシステム分野 

②省エネルギー・環境分野 

③産業技術分野 

④新産業創出・シーズ発掘等分野 

⑤特定公募型研究開発業務 

⑥特定半導体の生産施設整備等の助成業務 

 

 

５．法人の長の理念や運営上の方針・戦略等 

（1）理念 

○持続可能な社会の実現に必要な技術開発の推進を通じて、イノベーションを創出します。 

○リスクが高い革新的な技術の開発や実証を行い、成果の社会実装を促進する「イノベーシ

ョン・アクセラレーター」として、社会課題の解決を目指します。 

 

【機構のミッション】 

①エネルギー・地球環境問題の解決 

新エネルギーおよび省エネルギー技術の開発と実証試験等を積極的に展開し、新エネル

ギーの利用拡大とさらなる省エネルギーを推進します。さらに、国内事業で得られた知見

を基に、海外における技術の実証等を推進し、エネルギーの安定供給と地球環境問題の解

https://www.nedo.go.jp/introducing/tsusoku_plan.html
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決に貢献します。 

 

②産業技術力の強化 

産業技術力の強化を目指し、将来の産業において核となる技術シーズの発掘、産業競争

力の基盤となる中長期的プロジェクトの実施および実用化開発における各段階の技術開

発に取り組みます。その際、産学官の英知を結集して高度なマネジメント能力を発揮する

ことで、新技術の市場化を図ります。 

 

（2）運営上の方針 

①研究開発成果の最大化その他の業務の質の向上を目指します。 

②異分野の技術融合が重要になっていることを踏まえ、内部の縦割りを助長することのない

ように、分野横断型の視点を持ち、異分野技術融合を図る技術開発マネジメントに取り組

みます。 

③機構組織の一般管理費及び業務経費に関して効率化を図ってまいります。 

④組織体制の合理化を図るため、既往の政府方針等を踏まえながら実施プロジェクトの重点

化を図るなどの措置を講じてまいります。また、関連する政策や技術動向の変化、業務の

進捗状況に応じ、機動的な人員配備を行い、産業界・学術界等の専門家・有識者等の外部

資源を有効活用してまいります。 

⑤機構外部の専門家・有識者を活用しながら全ての事業につき適正な評価を行い、不断の業

務改善を行ってまいります。 

⑥内部統制の推進に関する規程整備等を行い、内部統制の仕組みが有効に機能するよう更な

る充実を図ってまいります。 

⑦第３期中長期目標期間中に発生した研究費不正事案を踏まえ、再発防止策を含む取組を徹

底して実行してまいります。 

 

 

６．中長期計画及び年度計画 

第４期中長期計画（平成 30 年４月～令和５年３月）に掲げる項目及びその主な内容と令和

３年度の年度計画との関係は次の通りです。 

※詳細につきましては、第４期中長期計画及び年度計画をご覧ください。 

 

中長期計画 年度計画 

Ⅰ．研究開発成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項（75％） 

１．技術開発マネジメント等による研究成果の社会実装の推進 

（1）世界最先端の研究開発プロジェクト

の実施と成果の最大化 

・ナショナルプロジェクト終了後５年経過

後の実用化達成率 

・事後評価における「実用化の見通し」の評

点が最上位または上位区分の比率 

（2）技術戦略に基づいたチャレンジング

な研究開発 

・非連続ナショナルプロジェクトにつなが

るものとして分類されるテーマの比率 

２．世界に通用するオープンイノベーションの促進と研究開発型ベンチャー企業の育成 

世界に通用するオープンイノベーショ

ンの促進と研究開発型ベンチャー企業

の育成 

・民間ベンチャーキャピタル等から得た外

部資金を機構支援額で除して得られる倍

数 

３．技術に対するインテリジェンス向上による成果の最大化 

技術に対するインテリジェンス向上に ・ＴＳＣ活動評価におけるそれぞれの評価

https://www.nedo.go.jp/introducing/tsusoku_plan.html
https://www.nedo.go.jp/introducing/tsusoku_plan.html
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よる成果の最大化 単位の４段階評点の平均が最上位または

上位の区分の評価となる 

４．技術分野ごとの目標 

「未来投資戦略２０１７」、「エネルギー

基本計画」、「エネルギー・環境イノベー

ション戦略」等の政府の方針を踏まえ、

分野ごとに技術開発を実施 

第４期中長期目標期間中に達成すべき技

術水準や技術開発目標などの達成水準の

達成状況 

５．特定公募型研究開発業務の実施 

特定公募型研究開発業務の実施 ・産業構造審議会 グリーンイノベーション

プロジェクト部会 分野別ＷＧにおいて、

プロジェクトごとの機構の貢献度 

Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項（7.5％） 

１．柔軟で効率的な業務推進体制 

（1）業務の効率化 

（2）機動的・効率的な組織・人員体制 等 

２．公平な業務執行とアカウンタビリティ 

（1）自己改革と外部評価の徹底 等 

Ⅲ．財務内容の改善に関する事項（7.5％） 

Ⅳ．その他業務運営に関する重要事項（10％） 

１．法令順守等内部統制の充実及びコンプライアンスの推進 

２．不正事案への対処 

※１ 各セグメントは、上記Ⅰの１～５．それぞれの事項において設定される目標達成を目

指す。 

※２ Ⅰ．は基幹目標を掲載。（４．は除く。） 

※３ Ⅱ．以下は全ての項目ではなく第４期中長期目標期間において特に取り組む必要があ

る項目を記載。 
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７．持続的に適正なサービスを提供するための源泉 

（1）ガバナンスの状況 

①主務大臣 

機構に係る通則法における主務大臣は経済産業大臣です。 

 

②ガバナンス体制図 

ガバナンスの体制は以下のとおりです。機構は主務大臣が任命する法人の長のもと、同

じく主務大臣が策定した中長期目標等の指示等に基づいて業務を執行しています。また、

主務大臣が任命する監事が機構の業務の監査を行います。 

機構の業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）の推進に係る基本方針と

して、「内部統制・リスク管理の推進に係る基本方針」を整備するとともに、基本方針に基

づく内部統制等の取組を促進するため、「内部統制・リスク管理推進行動計画」を策定して

います。また、内部統制機能の有効性チェックのため、外部有識者である会計監査人によ

る監査のほか、理事長以下役員等を委員とする「内部統制・リスク管理推進委員会」を設

け、定期的なモニタリング等を実施しています。 

内部統制システムの整備に関する詳細は業務方法書及びＨＰをご覧ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

主務大臣 

監事 法人の長 会計監査人 

任命 任命 選任 

目標等の 

指示等 

独立行政法人評価制度委員会 
目標案の諮問・答申等 

理事 

（運営会議等） 

各部等 

契約監視委員会 

情報セキュリティ委員会 

内部統制・リスク管理推進委員会 

https://www.nedo.go.jp/content/100880369.pdf
https://www.nedo.go.jp/content/100887165.pdf
https://www.nedo.go.jp/jyouhoukoukai/compliance_index.html
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（2）役員等の状況 

①役員の氏名、役職、任期、担当及び経歴（令和４年３月 31 日現在） 

役 職 氏 名 任 期 担 当 経 歴 

理 事 長 石塚 博昭 
自 H30.4.1 

至 R5.3.31 
組織業務運営 三菱ケミカル(株) 相談役 

副理事長 及川 洋 
自 R1.10.1 

至 R5.9.30 

業務運営全般についての

理事長補佐 

経済産業省大臣官房審議官（製造産

業局担当） 

理 事 小山 和久 
自 R3.10.1 

至 R5.9.30 

総務、人事、経理、リスク

管理統括、資産管理、技術

戦略研究、グリーンイノ

ベーション基金事業統括

担当 

経済産業省 経済産業政策局 調査

課長 

理 事 久木田 正次 
自 R3.10.1 

至 R5.9.30 

評価、広報、イノベーショ

ン推進、新領域・ムーンシ

ョット担当 

（国研）新エネルギー・産業技術総

合開発機構 イノベーション推進

部長 

理 事 弓取 修二 
自 R3.10.1 

至 R5.9.30 

システム業務、新エネル

ギー、スマートコミュニ

ティ・エネルギーシステ

ム担当 

（国研）新エネルギー・産業技術総

合開発機構 ロボット・AI 部長 

理 事 西村 知泰 
自 R3.10.1 

至 R5.9.30 

ロボット・AI、IoT 推進、

材料・ナノテクノロジー

担当 

日本電気（株） 執行役員常務 ／シ

ステムプラットフォーム・ビジネス

ユニット長 

理 事 和田 恭 
自 R3.10.1 

至 R5.9.30 

省エネルギー、国際、環境

担当 

(独)日本貿易振興機構 ジュネーブ

事務所長 

監 事 中野 秀昭 
自 H30.6.29 

至 R5.6月見込※ 
監査業務担当 

ＮＲＩワークプレイスサービス

（株） 代表取締役社長 

監 事 

(非常勤) 
江上 美芽 

自 H30.6.29 

至 R5.6月見込※ 
監査業務担当 

東京女子医科大学 先端生命医科学

研究所客員教授 

※第 4 期中長期目標期間の最後の事業年度の財務諸表の大臣承認日まで 

 

②会計監査人の氏名または名称 

有限責任 あずさ監査法人 

 

（3）職員の状況 

常勤職員は令和３年度末において 1,372 人（前期末比 191 人増、16.2％増）であり、平均年

齢は 51 歳（前期末 50 歳）となっています。当法人への出向者数は 377 人です。 

 

（4）重要な施設等の整備等の状況 

①当事業年度に完成した主要施設等 

該当なし 
 

②当年度において継続中の主要施設等の新設・拡充 

該当なし 

 

③当事業年度中に処分した主要施設等 

該当なし 
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（5）純資産の状況 

①資本金の額及び出資者ごとの出資額（前事業年度末からのそれぞれの増減を含む） 
（単位 ： 百万円）     

区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 

政 府 出 資 金 72,169 - 2,085 70,084 

民 間 出 資 金 135 - - 135 

資 本 金 合 計 72,304 - 2,085 70,219 

※ 金額の欄の計数は、原則として四捨五入によっているので端数において合計と一致しないものがあります。 

 

②目的積立金の申請、取崩内容等 

該当なし 

 

（6）財源の状況 

①財源の内訳 

機構の収入 1,034,662百万円で、その内訳は運営費交付金 172,994百万円（収入の 16.7%）、

国庫補助金 857,096 百万円（収入の 82.8%）、業務収入 680 百万円（収入の 0.1%）、その他

収入 3,892 百万円（収入の 0.4%）となっております。 

 

②自己収入の明細 

機構における自己収入として、業務収入及びその他収入があります。 

業務収入の内訳としては、補助金等の返還や補助事業に係る財産処分収入等 669 百万円

等があります。その他収入の内訳としては、資産売却収入 3,826 百万円、受取利息収入 66

百万円等があります。 

 

（7）社会及び環境への配慮等の状況 

機構は、世界中で関心が高まっている地球温暖化問題をはじめとした環境、エネルギー問題

に対し、事業の遂行を通じ、また自らの行動においても、積極的な取組を実施しています。本

取組にあたっては、「政府がその事務及び事業に関し温室効果ガスの排出の抑制等のため実行

すべき措置について定める計画」（平成 28 年５月 13 日閣議決定。以下「政府実行計画」とい

う。）に基づき、「国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構における温室効果ガ

ス排出抑制等のための実施計画」を平成 30 年３月 22 日に策定し、令和 12 年度までの環境負

荷軽減に向けた取組を実施しています。 

 

主たる取組としては以下のようなことに取り組んでおります。 

 

①温室効果ガス排出 

機構による令和３年度の温室効果ガス排出量は、179,460 ㎏-CO2（暫定値。平成 25 年度

（基準年度）比 45.5％削減）となりました。 

 

②グリーン調達に関する取組 

機構は、製品やサービスの購入に際し、できる限り環境への負荷の少ない物品等を優先

して選ぶグリーン調達を進めており、またグリーン調達を推進するため、「環境物品等の調
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達の推進を図るための調達方針」を毎年策定し公表しています。 

 

③省エネルギー対策 

機構内におけるエネルギー使用量の抑制を図るため、執務室における照明のＬＥＤ化や

間引き消灯、クールビズの推進、クラウド・コンピューティングの活用等による消費電力

の削減を行っています。 

 

④省資源対策 

機構内における３Ｒ（Reduce/Reuse/Recycle）を目指し、会議のペーパーレス化や電子

決裁システムの導入等による紙の使用量削減等を行っています。 

 

※詳細については、ＮＥＤＯアニュアルレポートをご覧ください。 

 

 

８．業務運営上の課題・リスク及びその対応策 

（1）リスク管理の状況 

日本最大級の公的研究開発マネジメント機関として、中長期目標等に基づき法令等を遵守し

つつ業務を実施し、機構の二つのミッションである「エネルギー・地球環境問題の解決」およ

び「産業技術力の強化」の達成に資するため、内部統制及びリスク管理推進の取組について体

系的に強化を図っています。 

 

・内部統制の推進に係る基本方針の制定 

ＮＥＤＯのミッションの達成に向け、事業を有効かつ効果的に実施するため、「内部統制・

リスク管理の推進に係る基本方針」を制定しています。 

 

・内部統制・リスク管理推進委員会の設置 

ＮＥＤＯの内部統制及びリスク管理推進の取組方針を検討・審議する機関として、理事

長を委員長とする内部統制・リスク管理推進委員会を設置しています。 

 

・内部統制等総括管理者、責任者等の配置 

理事長の指揮のもと、内部統制及びリスク管理推進の実務の総括管理者（リスク管理統

括部担当理事）を置くとともに、各部に内部統制責任者及び内部統制担当者を置き、体系

的に内部統制及びリスク管理推進の体制構築を行っています。 

 

・リスク管理統括部の設置 

事業実施者の不正行為等に関する告発対応や、不正行為等が疑われる事業実施者への調

査などについて、一元的かつ横断的に対応するため、平成 31 年４月に検査・業務管理部を

改組し、新たに「公正対策室」などから構成する「リスク管理統括部」を設置し、検査手

法の高度化や不正発生の抑止などについても、重点的に取り組んでいます。 

 

・内部統制・リスク管理推進規程の制定 

内部統制・リスク管理推進の取組を円滑かつ効果的に実施するための体制及び運営方法

について必要な事項を定めた内部統制・リスク管理推進規程を制定しています。 

 

・内部通報、外部通報受付窓口の設置 

機構職員のコンプライアンス違反（不正行為、ハラスメント行為等）に係る機構内外か

らの通報を受け付ける窓口を設置し、自浄作用による不正等の早期発見・是正に努めてい

https://www.nedo.go.jp/library/pamphlets/seika.html
https://www.nedo.go.jp/content/100880369.pdf
https://www.nedo.go.jp/content/100880369.pdf
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ます。なお、窓口は、機構内部のほか、機構の顧問弁護士を機構外通報窓口としています。 

 

・研究開発活動の不正行為と研究資金の不正な使用の告発受付窓口の設置 

機構事業の実施者（委託先、助成先）における研究資金の不正受給や、研究不正等に関

する通報を受け付ける窓口を設置し、機構が行う検査とは別に実施者内部からの情報も得

ることで、不正等の早期発見・抑止に努めています。 

 

・職員向け研修の実施 

ＮＥＤＯ職員のコンプライアンス意識向上を目的として、外部専門家によるＮＥＤＯ職

員向けコンプライアンス研修を実施するとともに、新規採用職員向けに基礎研修を実施し

ています。 

 
  

 

 

（2）業務運営上の課題・リスク及びその対応策の状況 

①主要なリスクへの対応状況 

＜不正事案への対処＞ 

第３期中長期目標期間中に発生した研究費不正使用事案を踏まえた再発防止策を実施

しています。具体的には、事業実施者からの発注先情報を記載するよう様式を変更するな

ど関係マニュアルの一部改正を行うとともに、臨時検査（抜き打ち検査）の頻度を高める

取組をしています。また、こうした取組については、事業実施者に対し公募要領への反映

や、ＮＥＤＯのＷｅｂサイトにナレーション付説明資料を掲載することで周知徹底を図っ
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ています。 

 

＜情報セキュリティ対策等の徹底＞ 

情報システム、重要情報への不正アクセスに対する十分な強度を確保するとともに、震

災等の災害時への対策を行い、業務の安全性、信頼性を確保することとしています。 

2020 年 11 月から提供を開始した情報基盤サービスにおいては、全職員が安全性を確保

したテレワークを行える環境を用意するとともに、振る舞い検知や常駐者による監視等の

対策に加え、なりすましを防ぐ「顔認証」を含めた２要素認証やマルウェア感染時の内部

ネットワークへの感染拡大を防止するインターネット分離を導入するなど、業務の安全性、

信頼性の確保に取り組んでいます。また、データのバックアップについても、オンライン

で取得し遠隔地に蓄積する方式により災害時対策を継続しています。 

情報セキュリティマネジメントシステムの国際規格であるＩＳＯ／ＩＥＣ２７００１

では 11 月～12 月にサーベライス審査を受審し、引き続き認証の維持を継続しています。 

 

②内部統制・リスク管理推進委員会 

内部統制及びリスク管理推進の取組方針を検討・審議する機関として、理事長を委員長

とする内部統制・リスク管理推進委員会を設置し、内部統制の仕組みが有効に機能してい

るかの点検・検証、「内部統制・リスク管理の推進に係る基本方針」・「内部統制・リスク管

理推進行動計画」の策定を着実に実施し、更なる充実・強化を図っています。 

 

業務運営上の課題・リスク及びその対応策の状況に関する詳細は業務実績等報告書をご覧く

ださい。 

  

https://www.nedo.go.jp/jyouhoukoukai/tsusoku_index.html
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９．業務の適正な評価の前提情報 

令和３事業年度の機構の各業務についてのご理解とその評価に資するため、各事業の前提と

なる各勘定の経理対象と勘定相互の関係について図示します。 

 

 

※各セグメントは、３．のとおり各勘定と結びついています。 

 

 

１０．業績の成果と使用した資源との対比 

（1）令和３年度の業務実績とその自己評価 
令和３年度は「第４期中長期計画」４年目として、研究開発成果の最大化に向けて、「エネ

ルギーシステム」、「省エネルギー・環境」、「産業技術」、「新産業創出・シーズ発掘等」「特定

公募型研究開発業務」「特定半導体の生産施設整備等の助成業務」の６つのセグメントに事業

を分類して技術開発等を実施しました。また、「技術開発マネジメントによる成果の社会実装」、

「研究開発型ベンチャーの育成」、「中長期技術開発の方向性提示」という３つの柱のもとに、

国立研究開発法人　新エネルギー・産業技術総合開発機構

運営費交付金 業務収入

国庫補助金

業務収入

交付 支払

運営費交付金 業務収入

業務収入

　

国庫補助金 国庫補助金

業務収入

一般勘定 電源利用勘定

エネルギー
需給勘定

基盤技術研究
促進勘定

国
大学、

民間企業等

特定公募型研究
開発業務勘定

特定半導体勘定
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技術戦略の策定から社会実装までの技術開発マネジメント機能を強化し、チャレンジングな

研究開発の推進、オープンイノベーションの促進や研究開発型ベンチャー企業の育成等に取

り組みました。 

各業務（セグメント）毎の具体的な取組結果と行政コストの関係の概要については次のと

おりです。 

詳細は業務実績等報告書をご覧ください。 

 

（単位：百万円） 

項目 評価 行政コスト 

Ⅰ．研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項（75％） 

エネルギーシステム分野 Ａ 52,276 

省エネルギー・環境分野 Ａ 41,033 

産業技術分野 Ｓ 63,548 

新産業創出・シーズ発掘分野 Ａ 7,052 

特定公募型研究開発業務 Ａ 50,879 

特定半導体の生産施設整備

等の助成業務 

― 
0 

Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項（7.5％） 

 Ａ  

Ⅲ．財務内容の改善に関する事項（7.5％） 

 Ｂ  

Ⅳ．その他の事項（10％） 

 Ｂ  

 

（2）当中長期目標期間における主務大臣による過年度の総合評定の状況 
 

区分 H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 

評定 Ｂ Ｂ Ａ － － 

理由 項目別評定は、「エネルギーシステム分野」がＡ、「省エネルギー・環境分野」

がＢ、「産業技術分野」がＡ、「新産業創出・シーズ発掘等分野」がＡ、「業務

運営の効率化に関する事項」、「財務内容の改善に関する事項」及び「その他業

務運営に関する重要事項」の各項目がＢとなり、全体の評定はＡ評定とした。 

（注）評価区分 

Ｓ：「研究開発成果の最大化」に向けて特に顕著な成果の創出や将来的な特別な成果の創出の期

待等が認められる。 

Ａ：「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認め

られる。 

Ｂ：「研究開発成果の最大化」に向けて成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められ、着

実な業務運営がなされている。 

Ｃ：「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けてより一層の工

夫、改善等が期待される。 

Ｄ：「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けて抜本的な見直

しを含め特段の工夫、改善等が求められる。 

  

https://www.nedo.go.jp/jyouhoukoukai/tsusoku_index.html
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１１．予算と決算の対比 
（単位：百万円） 

区分 予算額 決算額 差額理由 

収入 1,022,971 1,034,662  

運営費交付金 
 

163,525 
 

172,994 科学技術イノベーション創造推進費に係る運営費交付金の交付を受けたため。 

国庫補助金 
 

857,291 
 

857,096 研究開発型スタートアップ支援事業に係る収入が予定より少なかったため。 

業務収入 
 

59 
 

680 事業者からの返還等があったため。 

その他収入 
 

2,096 
 

3,892 資産売却収入等が予定より多かったため。 

支出 
 

469,980 
 

227,242  

業務経費 
 

157,866 
 

163,267 科学技術イノベーション創造推進費に係る支出があったため。 

国庫補助金事業費 
 

299,645 
 

51,571 グリーンイノベーション基金事業等に係る支出が予定より少なかったため。 

一般管理費 
 

10,384 
 

10,320  

その他支出 
 

2,085 
 

2,085  

※1  各金額は単位未満を四捨五入しており合計額と一致しないことがあります。 

※2  詳細につきましては、決算報告書をご覧ください。 

 

 

１２．財務諸表 

（1）貸借対照表（財務情報 | NEDO） 

（単位：百万円）   

資        産 R4.3.31 現在 負        債 R4.3.31 現在 

流動資産 3,046,335   流動負債 657,359 

 現金及び預金 1,104,465  運営費交付金債務 73,683 

 有価証券 1,934,969  預り補助金等 546,091 

 前渡金 4,348  未払金 37,109 

 未収金 2,025  その他の流動負債 476 

 賞与引当金見返 398 固定負債  2,463,306 

 その他の流動資産 129  長期預り補助金等 2,458,648 
固定資産 92,886  退職給付引当金 3,128 
 有形固定資産 783  保証債務損失引当金 218 
 減価償却累計額 △389  その他の固定負債 1,312 

 無形固定資産 925 負 債 合 計 3,120,665 

 投資有価証券 87,800 純     資     産 R4.3.31 現在 

 退職給付引当金見返 3,127 資本金 70,219 

 その他の固定資産 642 資本剰余金 △ 74 

   利益剰余金 △51,589  

    純 資 産 合 計 18,556 

資 産 合 計 3,139,221 負債・純資産合計 3,139,221 

 

※1 各金額は単位未満を四捨五入しており合計額と一致しないことがあります。 

※2 詳細につきましては、財務諸表をご覧ください。 

 

  

https://www.nedo.go.jp/introducing/teikyou_3taisyaku.html
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（2）行政コスト計算書（財務情報 | NEDO） 
                                                                         （単位：百万円） 

項               目 R3.4.1～R4.3.31 

Ⅰ．損益計算書上の費用 224,781 

     

Ⅱ．行政コスト 224,781 

※1 各金額は単位未満を四捨五入しており合計額と一致しないことがあります。 

    ※2 詳細につきましては、財務諸表をご覧ください。 

 

（3）損益計算書（財務情報 | NEDO） 
（単位：百万円）    

経   常   費   用 R3.4.1～R4.3.31 

業務費 214,773 

  給与手当 1,046 

  外部委託費 167,367 

  補助事業費 40,896 

 請負費 2,588 

  その他の業務費 2,876 

一般管理費 9,955 

  給与手当 4,079 

  賃借料 1,286 

 請負費 1,414 

  その他の一般管理費 3,176 

雑損 53 

経常費用合計 224,781 

経   常   収   益 R3.4.1～R4.3.31 

運営費交付金収益 169,561 

業務収益 29 

補助金等収益 53,984 

資産見返負債戻入 254 

賞与引当金戻入益 0 

退職給付引当金戻入益 1 

賞与引当金見返に係る収益 390 

退職給付引当金見返に係る収益 123 

財務収益 78 

雑益 4,473 

経常収益合計 228,893 

経   常   利   益 4,112 

臨時損失 0 

臨時利益 298 

当期純利益 4,411 

前中長期目標期間繰越積立金取崩額 0 

当期総利益 4,411 

※1 各金額は単位未満を四捨五入しており合計額と一致しないことがあります。 

※2 詳細につきましては、財務諸表をご覧ください。 

 

 

  

https://www.nedo.go.jp/introducing/teikyou_3taisyaku.html
https://www.nedo.go.jp/introducing/teikyou_3taisyaku.html
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（4）純資産変動計算書（財務情報 | NEDO） 
（単位：百万円） 

項     目 資本金 資本剰余金 利益剰余金 純資産合計 

当期首残高 72,304 △74 △56,000 16,230 

当期変動額              

   資本金の当期変動額 △2,085 － － △2,085 

   資本剰余金の当期変動額 － － － － 

   利益剰余金の当期変動額 － － 4,411 4,411 

当期変動額合計 △2,085 － 4,411 2,326 

当期末残高 70,219 △74 △51,589 18,556 

※1 各金額は単位未満を四捨五入しており合計額と一致しないことがあります。 

※2 詳細につきましては、財務諸表をご覧ください。 

 

（5）キャッシュ・フロー計算書（財務情報 | NEDO） 
（単位：百万円） 

項               目 R3.4.1～R4.3.31 

Ⅰ．業務活動によるキャッシュ・フロー 809,573 

   （支出：原材料、商品又はサービスの購入等） △223,839 

   （収入：補助金等、運営費交付金等） 1,033,412 

     

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー △516,130 

   （支出：譲渡性預金の預入等） △18,903,331 

   （収入：譲渡性預金の払戻等） 18,387,200 

     

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー △2,085 

     

Ⅳ．資金増加額 291,357 

     

Ⅴ．資金期首残高 813,108 

    

Ⅵ．資金期末残高 1,104,465 

※1 各金額は単位未満を四捨五入しており合計額と一致しないことがあります。 

    ※2 詳細につきましては、財務諸表をご覧ください。 

 

  

https://www.nedo.go.jp/introducing/teikyou_3taisyaku.html
https://www.nedo.go.jp/introducing/teikyou_3taisyaku.html


- 18 - 

１３．財務状況及び運営状況の法人の長による説明情報 

（1）各財務諸表の概要 

①貸借対照表 

令和３年度末の資産残高は、３兆1,392億円となっており、その大宗は現金及び預金、 

有価証券などの金融資産です。また、負債残高は３兆1,207億円となっておりますが、そ

の大宗は各業務遂行上に必要な運営費交付金債務並びに預り補助金等や長期預り補助金

等であり将来の行政サービスに充てるものとして負債に計上しているものです。  

純資産の残高は186億円であり、政府出資金701億円、民間出資金１億円、資本剰余金 

△１億円、利益剰余金△516億円を計上しております。 

②行政コスト計算書  

損益計算書の経常費用等の行政コストは2,248億円となっております。 

③損益計算書  

経常費用は2,248億円、経常収益は2,289億円となっております。 

国庫補助金の事業費執行規模が増加したことに伴い、経常収益のうち補助金等収益が

341億円増加しています。当期総利益は44億円となりました。 

④純資産変動計算書 

資本金は702億円、資本剰余金は△１億円、利益剰余金は△516億円であり、純資産合

計は186億円となっております。 

⑤キャッシュ・フロー計算書 

業務活動によるキャッシュ・フローは、先端半導体生産基盤整備基金補助金及び経済

安全保障重要技術育成プログラム事業費補助金受入等による補助金等収入8,572億円など

により8,096億円の資金増加となっています。投資活動によるキャッシュ・フローは、譲

渡性預金の預入による支出などにより5,161億円の資金減少となっています。財務活動に

よるキャッシュ・フローは、不要財産に係る国庫納付等による支出により21億円の資金

減少となっています。これらにより期末残高は１兆1,045億円となりました。 

 

（２）財務状態及び運営状況について 

ＮＥＤＯの業務運営は概ね順調に進捗しており、上記のとおり現在の財政状況には大きな問

題はありません。但し、基盤技術研究促進事業において繰越欠損金が生じていることから、管

理費の低減化に努めるとともに、資金回収の徹底を図ってまいります。 

 

 

１４．内部統制の運用に関する情報（内部統制システムの運用状況など） 

ＮＥＤＯは、役員（監事を除く。）の職務の執行が通則法、機構法又は他の法令に適合する

ことを確保するための体制その他機構の業務の適正を確保するための体制を整備するととも

に、継続的にその見直しを図ることを業務方法書に定めており、主な項目とその実施状況は次

のとおりです。 

 

＜内部統制の運用（業務方法書第 44 条、第 48 条）＞ 

内部統制及びリスク管理推進の取組方針を検討・審議する機関として、理事長を委員長とす

る「内部統制・リスク管理推進委員会」を設置し、令和３年度は７月に開催しています。 

 

＜監事監査・内部監査（業務方法書第 52 条、第 53 条）＞ 

監事は、機構の業務及び会計に関する監査を行い、その結果について監査報告書をもって経
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済産業大臣及び理事長に報告します。改善を要すると認めた事項があるときは、理事長に意見

を提出するものとしています。 

また、監査室は、機構の業務の執行及び会計処理が適正に行われているか内部監査を行い、

その結果について監査報告書を作成して理事長に提出するとともに監事に回付するものとし

ています。令和３年度の内部監査は、新型コロナ感染症への対応状況、プロジェクト終了後の

取組み、2,000 万円以下の契約案件に係る事務等の監査を実施しています。 

 

＜入札及び契約に関する事項（業務方法書第 55 条）＞ 

「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」（平成 27 年５月 25 日総務大

臣決定）（以下「総務大臣決定」という。）及び「公益法人に対する支出の公表・点検の方針に

ついて」（平成 24 年６月１日行政改革実行本部決定）（以下「行革本部決定」という。）の趣旨

を踏まえ、監事と外部有識者により構成する「契約監視委員会」を設置し、令和２年度の契約

を対象とした当委員会を６月に開催し、機構の調達等合理化計画、公益法人に対する支出の点

検・見直しなどについて審議を受け、承認された後、その結果を機構のホームページに掲載し

ています。 

 

 

１５．法人の基本情報 

（1）沿革 

平成 15 年 10 月 独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構設立 

平成 18 年 ４月 アルコール事業本部を完全民営化に向け特殊会社化に移行 

(日本アルコール産業株式会社法の施行) 

平成 18 年 ７月 京都メカニズム クレジット取得関連業務を追加 

平成 19 年 ４月 技術経営力の強化に関する助言業務を追加 

平成 24 年 ９月 石炭資源開発業務及び地熱資源開発業務を独立行政法人石油天然ガ

ス・金属鉱物資源機構に承継 

平成 25 年 ４月 石炭経過業務を独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構に承継 

平成 26 年 ４月 出資（金銭の出資を除く。）並びに人的及び技術的援助業務を追加 

平成 27 年 ４月 国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構に改称 

平成 28 年 ３月 京都メカニズムクレジット取得事業及び鉱工業承継業務終了 

平成 31 年 ３月 特定公募型研究開発業務を追加 

令和 ４年 ３月 特定半導体の生産施設整備等の助成業務を追加 

 

（2）設立に係る根拠法 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法（平成十四年十二月十一日・法律第

百四十五号） 

 

（3）主務大臣 

経済産業大臣（経済産業省産業技術環境局研究開発課） 
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（4）組織図 

（令和４年３月 31 日現在） 

 
 

（5）事務所の所在地 

①本部 〒212-8554 神奈川県川崎市幸区大宮町 1310 番 

       ミューザ川崎セントラルタワー（総合受付 16 階） 

②関西支部 〒530-0011 大阪府大阪市北区大深町３－１ 

       グランフロント大阪ナレッジキャピタルタワーＣ ９階 

 

（6）主要な特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の状況 

特定関連会社及び関連会社は該当ありません。関連公益法人等の状況は財務諸表の附属明細

書をご覧ください。 

 

（7）主要な財務データの経年比較 

（単位：百万円） 

区分 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

資産 84,305 97,367 230,577 2,328,443 3,139,221 

負債 38,868 78,854 212,523 2,312,213 3,120,665 

https://www.nedo.go.jp/introducing/teikyou_3taisyaku.html
https://www.nedo.go.jp/introducing/teikyou_3taisyaku.html
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※行政コストは改訂後の「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」 

（平成 30 年９月３日改訂）の適用に伴い、令和元事業年度より算出しており、過年度分 

については、算出しておりません。 

 

 

（8）翌事業年度に係る予算、収支計画及び資金計画 

   【予算】                          （単位：百万円） 

収入 金額 支出 金額 

運営費交付金 156,768 業務経費 150,952 

国庫補助金 1,368 国庫補助金事業費 544,211 

業務収入 60 一般管理費 10,718 

その他収入 2,077 その他支出 2,564 

合計 160,274 合計 708,446 

    ※各金額は単位未満を四捨五入しており合計額と一致しないことがあります。 

 

   【収支計画】      （単位：百万円） 

区分 金額 

費用の部 706,315 

 経常費用 706,139 

  業務費 693,866 

  一般管理費 10,977 

  雑損 1,296 

 臨時損失 176 

収益の部 707,010 

 経常収益 706,616 

  運営費交付金収益 156,290 

  業務収益 37 

    補助金等収益 547,260 

  資産見返負債戻入 294 

  賞与引当金見返に係る収益 426 

  退職給与引当金見返に係る収益 214 

  財務収益 85 

  雑益 2,009 

 臨時利益 394 

純利益 695 

前中長期目標期間繰越積立金取崩額 0 

総利益 695 

※各金額は単位未満を四捨五入しており合計額と一致しないことがあります。 

    

  

純資産 45,437 18,512 18,055 16,230 18,556 

行政コスト － － 167,852 174,085 224,781 

経常費用 169,067 155,514 163,863 173,945 224,781 

経常収益 185,703 157,750 165,954 175,034 228,893 

当期総利益 18,056 2,612 2,502 1,127 4,411 
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   【資金計画】      （単位：百万円） 

区分 金額 

資金支出 2,857,468 

 業務活動による支出 705,775 

 投資活動による支出 113 

 財務活動による支出 2,564 

翌年度への繰越金 2,149,016 

資金収入 2,857,468 

 業務活動による収入 160,251 

  運営費交付金による収入 156,768 

    国庫補助金による収入 1,368 

  業務収入 43 

  その他の収入 2,072 

 投資活動による収入 1,805 

前年度よりの繰越金 2,695,412 

※各金額は単位未満を四捨五入しており合計額と一致しないことがあります。 

 

※詳細は、令和４年度計画をご覧ください。 

 

 

１６．参考情報 

（1）要約した財務諸表の科目の説明 

①貸借対照表 

現 金 及 び 預 金：現金、１年以内に満期の到来する預金 

有 価 証 券：１年以内に満期の到来する譲渡性預金等 

前 渡 金：通常の業務活動において発生した前渡金 

未 収 金：通常の業務活動において発生した未収入金 

賞与引当金見返：賞与引当金（財源措置が運営費交付金等により行われることが中長期

計画で明らかにされている場合）に見合う将来の収入を引当金に対す

る見返として計上したもの 

その他の流動資産：未収収益、前払費用 等 

有 形 固 定 資 産：建物、工具器具備品等長期にわたって使用または利用する有形の固定

資産 

減価償却累計額：損益計算書に計上された減価償却費の累計額及び資本剰余金に計上さ

れた減価償却相当累計額 

無 形 固 定 資 産：電話加入権及びソフトウェア 

投 資 有 価 証 券：１年以内に満期の到来しない機構債、その他の債券 

退職給付引当金見返：退職給付引当金（財源措置が運営費交付金等により行われることが中

長期計画で明らかにされている場合）に見合う将来の収入を引当金に

対する見返として計上したもの 

その他の固定資産：敷金・保証金、長期性預金 等 

運営費交付金債務：国からの運営費交付金のうち、未実施の部分に該当する債務残高 

預 り 補 助 金 等：補助金の概算交付に係る預り金 

未 払 金：通常の業務活動において発生した未払金 

その他の流動負債：預り金、賞与引当金 等 

 

https://www.nedo.go.jp/content/100944752.pdf
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長期預り補助金等：翌事業年度以降の特定の事業に充てるため特別の資金として保有する

ことを目的として交付を受けた補助金 

退職給付引当金：退職給付に係る引当金 

保証債務損失引当金：債務保証に係る損失に備えるための引当金 

その他の固定負債：資産見返負債  

資 本 金：国及び民間からの出資金 

資 本 剰 余 金：資本金及び利益剰余金以外の資本 

利 益 剰 余 金：業務に関連して発生した剰余金の累計額 

 

②行政コスト計算書 

損益計算書上の費用：損益計算書における経常費用、臨時損失 

行 政 コ ス ト：機構のアウトプットを生み出すために使用したフルコストの性格を 

有するとともに、機構の業務運営に関して国民の負担に帰せられる 

コストの算定基礎を示す指標としての性格を有するもの 

 

③損益計算書 

業 務 費：業務に要した費用  

一 般 管 理 費：当法人の運営に必要な職員等に要する給与、賞与等の人件費及び賃借

料 等 

雑 損：国庫納付金 等 

運営費交付金収益：国からの運営費交付金のうち、当期の収益として認識した収益 

業 務 収 益：納付金収入 等 

補 助 金 等 収 益：国からの補助金のうち、当期の収益として認識した収益 

資産見返負債戻入：運営費交付金等を財源として償却資産を取得したときの当該資産に係る

当期の減価償却費に見合う戻入益 

賞与引当金戻入益：賞与引当金を取り崩す際に発生する戻入益 

退職給付引当金戻入益：退職給付引当金を取り崩す際に発生する戻入益 

賞与引当金見返に係る収益：賞与引当金見返を計上した際に認識する収益 

退職給付引当金見返に係る収益：退職給付引当金見返を計上した際に認識する収益 

財 務 収 益：有価証券利息 等 

雑 益：研究開発資産売却収入 等 

臨 時 損 失：固定資産除売却損 

臨 時 利 益：保証債務損失引当金戻入益 等 

前中長期目標期間繰越積立金取崩額：前中長期目標期間繰越積立金のうち、当期に取り崩

した額 

 

④純資産変動計算書 

資 本 金：国及び民間からの出資金 

資 本 剰 余 金：資本金及び利益剰余金以外の資本 

利 益 剰 余 金：業務に関連して発生した剰余金の累計額 

 

⑤キャッシュ・フロー計算書 

業務活動によるキャッシュ・フロー：通常の業務の実施に係る資金の状態を表し、サービス

の提供等による収入、原材料、商品又はサービスの購

入による支出、人件費支出等が該当 

投資活動によるキャッシュ・フロー：将来に向けた運営基盤の確立のために行われる投資

活動に係る資金の状態を表し、固定資産や有価証券の

取得・売却等による収入・支出が該当 

財務活動によるキャッシュ・フロー：増資等による資金の収入・支出、借入れ・返済による
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収入・支出等、資金の調達及び返済などが該当 

 

（2）その他公表資料等との関係の説明 

◆ホームページでは、機構のご案内や事業の公募のほか、これまでの研究開発成果について

情報発信をしています。 

    
◆問い合わせ・相談窓口 

【電話で質問 （受付時間：平日 10 時～12 時、13 時～17 時）】 

044-520-5207 をご利用ください。 

 

【メールで質問】 

所定のメールフォームにて受付（24 時間受付：回答までに時間をいただく場合があります） 

資料のご請求は本メールにてお願いします。 

 

詳細はお問い合わせ窓口一覧（公募・制度・資料等）をご確認ください。 

１. ＮＥＤＯへの一般的なご質問（お客様デスク） 

２. ＮＥＤＯ事業・プロジェクトの技術的内容について（技術分野毎に受け付けています） 

３. 報道関係の方 

４. 講演依頼、執筆依頼、資料転載、パンフレット請求等 

５. 事務処理手続きについてのお問い合わせ 

６. ＮＥＤＯ全般 

７. その他 

 

https://www.nedo.go.jp/
https://www.nedo.go.jp/qinf/contact.html

